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平成２６年３月 

島 根 県 

  

島 根 県 動 物 愛 護 管 理 推 進 計 画 



はじめに 

犬や猫などの動物は、人が心豊かな生活を送る上で重要な存在となり、少子高齢化や核

家族化などの進展により、単なるペットではなく家族の一員あるいは伴侶として生活に欠

かせない存在となってきました。 

 本県では、平成 20 年３月に「島根県動物愛護管理推進計画（計画期間：平成 20～29 年

度）」（以下、推進計画）を策定し、保健所での犬･猫の引取数の減少を成果指標として、ボ

ランティアとの協働による譲渡や動物愛護の普及啓発など、処分される命を減らすための

取組みをはじめ、動物の愛護及び管理に関する各種事業を実施してきました。 

 この間、犬・猫の引取り及び処分数は毎年減少し、平成 24 年度末の犬・猫の引取り頭数

（2,261 頭）は平成 17 年度の（4,636 頭）の５割弱まで減少し、目標値である 2,500 頭以

下を達成することが出来ました。 

 しかしながら、地域によっては依然として遺棄によると思われる野犬や放し飼い犬が見

られるとともに、全県的な問題として、飼い主のいない猫による糞尿・鳴き声等による環

境侵害が数多く見られています。 

 推進計画策定後５年を経過し、また、国においても平成 25 年９月に「動物の愛護及び管

理に関する施策を総合的に推進するための基本的な指針（計画期間：平成 26～平成 35 年

度）」が改正されたことから、現計画を見直すこととしました。 

 この計画では、これまでと同様に動物愛護を基本とした施策を推進する等、動物愛護管

理に関する基本的な方針を掲げるとともに、現状での問題点を把握し、課題への具体的な

取組み、計画の実現・数値目標を中長期的な視点から定めました。 

 また、平成 24 年３月出雲保健所敷地内に完成した、手術室や研修室を備えた動物愛護棟

を活用して、飼い主のいない猫対策としてのＴＮＲ事業やボランティアとの協働を一層進

めていくなど、この計画を着実に実施し、人と動物が調和し共生するより良い社会の構築

を目指していきます。 

 

                            平成２６年３月 

                            島  根  県 
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第１ 計画策定の趣旨 

（１）目的 

  この計画は、「動物の愛護及び管理に関する法律（昭和 48 年法律第 105 号）（以下「動

物愛護管理法」という。）」第６条第１項の規定に基づき、本県の動物の愛護及び管理に

関する基本的な方針及び動物の適正な飼育・保管を図るための施策等について定め、動

物愛護及び動物の適切な飼育管理を推進することを目的とします。 

 

（２）計画期間 

平成 26 年４月１日から平成 36 年３月 31 日の 10 年間とします。 

  また、動物愛護管理に関する状況の変化に適時的確に対応するため、計画策定後概ね

５年目に当たる平成 30 年度を目途として、計画の見直しを行います。 

 

 

第２ 動物の愛護及び管理に関する基本的な方針 

 

 動物愛護の基本は、人においてその命が大切なように、動物の命についてもその尊厳を

守るということにあります。この動物を愛護する気持ちを広く普及することで、生命尊重、

友愛及び平和の情操のかん養が図られると考えています。 

 一方、人と動物が共生する社会を形成するためには、動物の命を尊重する気持ち、考え

方及び態度を育み、あわせて、人と動物の関わりについても十分に考慮した上で、所有者

等における、動物を所有し、又は占有する者としての社会的責任に関する十分な自覚の基

に、動物の鳴き声、糞尿等による迷惑の防止を含め、動物が人の生命、身体及び財産を侵

害することのないよう適切に管理される必要があります。 

 また、個々人における動物に対する意識、動物の愛護及び管理に対する考え方は多様で

あるため、動物愛護の精神を広く普及・定着させるためには、県の実情や風土を踏まえた

動物愛護管理の基本的考え方を、県民の合意の下に形成していくことが必要であると考え

ます。 

 以上を踏まえ、次の３点を動物愛護管理に関する基本的な方針とする施策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．「動物の命の尊厳を守り、動物を愛護する気持ち」を広く普及し、動物愛護を

基本とした施策を推進します。 

２．動物の命を尊重する気持ち、考え方及び態度を育み、あわせて、社会的責任

の自覚の基に、動物による不利益を被ることがないよう、動物の適切な管理

を図る施策を推進します。 

３．動物愛護を普及するために、適切な情報提供・普及啓発活動を推進します。 
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第３ 動物の愛護及び管理の現状と課題 

（１）犬の登録・狂犬病予防注射実施状況 

  狂犬病予防注射は昭和 60 年度から、それまで年 2回接種であったものが年１回接種に

変更されました。また、平成 12 年度からは犬の登録事務と狂犬病予防注射済票の交付事

務が市町村において実施されています。 

  県内の登録頭数は、平成 25 年度上期現在で 38,866 頭、狂犬病予防注射実施頭数は

30,353 頭、接種率は 78%であり、ここ数年、低下している傾向が認められます。 

  県では、平成 19 年度から 22 年度にかけて犬の登録及び狂犬病予防注射の実態調査を

行いました。その結果、未登録、未注射の犬がわずかながら存在することが判明しまし

た。 

今後、定期的に未登録、未注射の実態把握を行い、対策を講じるとともに、接種率の

向上に努める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（頭） 

狂犬病予防注射について 

 日本国内での犬の狂犬病は、昭和 32 年以降発生していませんが、世界各国では日本や

英国など一部の国を除いて発生しています。アジア地域等、狂犬病流行国では、犬が主な

まん延源となっています。日本へ狂犬病が侵入するリスクは皆無ではないため、万一、狂

犬病が侵入した場合に備え、「狂犬病予防法」により飼い犬への狂犬病予防注射が義務付

けられています。 

 

犬の登録・狂犬病予防注射頭数の推移（島根県） 
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Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ H１８ H１９ H２０ H２１ H２２ H２３ Ｈ２４

登録頭数 41,129 41,380 40,700 40,944 40,749 40,577 40,269 40,128 39,298 38,866

注射頭数 34,196 34,095 33,713 33,537 34,373 33,690 33,663 32,736 31,600 30,353

登録申請数 4,023 3,763 3,605 3,567 3,686 3,247 3,291 2,940 2,835 2,527

接種率 0.83 0.82 0.83 0.82 0.84 0.83 0.84 0.82 0.80 0.78
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（２）動物取扱業者届出･登録状況 

  動物取扱業に対する規制については、平成 18 年６月１日に施行された「動物愛護管理

法（平成 12 年 12 月１日施行）」の改正により、業の範囲を拡大するとともに登録制とな

りました。さらに、平成 24 年９月５日改正（平成 25 年９月１日施行）により、動物取

扱業のうち、特に犬猫等販売業の規制が強化されました。 

  県内の動物取扱業は、平成 25 年９月 30 日現在で延べ 215 件、施設実数は 161 件です。 

全国的には、動物取扱業者による不適切な飼育管理が依然として見られるなど、不適

正飼育の実態があります。 

本県では、現在までのところ、このような事案は発生していませんが、今後も、引き

続き適正な飼育管理がなされるよう監視指導を継続する必要があります。 

 

    ＜動物取扱業登録施設数（H19.6.1 現在）＞ 

動物販売業 動物保管業 動物貸出業 動物訓練業 動物展示業 延べ数 実数 

７２ ６６ １ １０ １２ １６１ １１６ 

 

    ＜動物取扱業登録施設数（H25.9.30 現在）＞ 

動物販売業 動物保管業 動物貸出業 動物訓練業 動物展示業 延べ数 実数 

８７ ９８ ２ １３ １５ ２１５ １６１ 

 

（３）特定動物（危険動物）飼育状況 

  特定動物（危険動物）については、平成 14 年 10 月１日に施行した「危険な動物の飼

養及び保管に関する条例（平成 14 年島根県条例第 19 号）」により許可制を導入しました

が、その後「動物愛護管理法（平成 18 年６月１日施行）」が改正され、全国一律の許可

制度となりました。 

  県内では、平成 25 年９月 30 日現在、ニホンザル 18 頭、ワニガメ 15 匹、エラブウミ

ヘビ１匹、ボア科５匹など７種類、43 匹が 13 施設で飼育されています。平成 19 年度に

比べ、特定動物が４種類、施設数が６施設増加しました。引き続き適正な管理がなされ

るよう監視指導を継続する必要があります。 

 

 

    ＜特定動物飼育状況(H19.6.1 現在)＞ 

ニホンザル ヒクイドリ ワニガメ 合  計 

施設数 飼育数 施設数 飼育数 施設数 飼育数 施設数 飼育数 

３ ２８ １ ２ ３ ２１ ７ ５１ 

 

 

    ＜特定動物飼育状況(H25.9.30 現在)＞ 

ニホンザル ヒクイドリ ハクトウワシ ワニガメ 

施設数 飼育数 施設数 飼育数 施設数 飼育数 施設数 飼育数 

２ １８ １ １ ２ ２ ３ １５ 
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ボア科※ エラブウミヘビ ﾖｳｽｺｳｱﾘｹﾞｰﾀｰ 合  計 

施設数 飼育数 施設数 飼育数 施設数 飼育数 施設数 飼育数 

３ ５ １ １ １ １ １３ ４３ 

    ※ボア科：ボアコンストリクター、アミメニシキヘビ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）犬・猫の収容・引取り・処分状況 

犬については、引取り数も殺処分率も毎年減少し、平成 17 年度の約 50％まで減少し

ました。 

猫については、引取り数はピーク時（H12 年度）の２割程度まで減少しましたが、依

然として 1,700 頭以上の引取りを行っています。猫の引取り数は犬・猫合計の 78％を占

めており、子猫の引取り数は猫全体の 84％にのぼります。 

犬・猫の引取り数は、平成 17 年度（4,636 頭）の５割弱まで減少し、目標値の 2,500

頭以下を達成することが出来ましたが、平成 23 年度以降は減少数が鈍化しました。 

  犬・猫の収容、引取り及び処分数をさらに減少するためには、終生飼育や不妊去勢手

術等の繁殖制限の一層の普及啓発、特に、猫に関しては屋内飼育の推進、飼い主のいな

い猫に対する取り組みなど総合的な対策が必要です。 

  また、飼い主からの引取りも依然として多く見られ、「飼い主からの引取りゼロ」を目

指した取り組みも必要です。 

さらに、引取理由の推移を見ると、「飼い主の病気・入院・入所」が増加しています。

高齢化社会における動物飼育などの諸問題について調査、検討も必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定動物（危険動物）とは 

 トラ、ニホンザル、タカ、ワニ、ニシキヘビなど、人の生命・身体・財産に害を与える

おそれのある動物のことです。動物愛護管理法に基づき、約 650 種（哺乳類・鳥類・は虫

類）が選定されています。 

 これらの動物を飼育する際は、都道府県知事等の許可が必要とされ、飼育施設の構造や

管理の方法等の基準が定められています。 
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（頭） 

  Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

犬の引取り数 1,562  1,370  1,038  819  673 633  497 490  440  492 

猫の引取り数 5,977  5,141  3,598  3,362  2,536  2,235 2,067  2,064  1,690  1,769  

犬の収容数 1,304  981  860  699  554  531  399  389  344  312  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                          （頭） 

  Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

子犬 741  607  422  324  264 177 171 141 61 154 

成犬 821  763  616  495  409 456 326 349 379 338 

子猫 4,169  3,581  2,716  2,656  2,141 1,830 1,749 1,772 1,491 1,493 

成猫 1,808  1,560  882  706  395 405 318 292 199 276 

犬・猫の収容・引取り状況（島根県） 

犬・猫引取りの状況（島根県） 
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                                          （頭） 

  Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

犬の処分数 2,746  2,247  1,754  1,271  843 822  555  530  469  409  

猫の処分数 5,975 5,168 3,659 3,415 2,565 2,197 2,042 2,023 1,553 1,712 

 

動物の引取理由（島根県） 

＜成犬の引取理由＞                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％） 

 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

近所への迷惑･問題行動 ２４ ２３ １６ １７ １８ 

飼い主の病気・入院・入所 １７ １８ ２０ １４ ２６ 

動物の病気・ケガ １０ １２ ９ １１ １３ 

動物のしつけが出来ない ９ １１ ８ ８ １５ 

引越し ８ ７ ８ ７ ３ 

新しい飼い主が見つからない ６ ８ ８ １０ ７ 
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犬・猫の処分状況（島根県） 
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飼い主の高齢化 ５ ３ ３ ４ ３ 

運動が出来ない ３ ６ ５ ３ ４ 

産まれたが飼育できない ２ １ ７ ２ １ 

動物の高齢化 ２ ３ ５ ６ ２ 

その他 １４ ８ １１ １７ ８ 

 

＜子犬の引取理由＞                                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％） 

引取理由 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

産まれたが飼育できない ６３ ８２ ７５ ５０ １５ 

新しい飼い主が見つからない ２４ １０ １３ ２１ ２１ 

近所への迷惑･問題行動 ３ ２ ４ １４ ２０ 

動物のしつけが出来ない ２ － － － １９ 

引越し １ ２ ３ ５ － 

飼い主の病気・入院・入所 － － ６ ２ ２４ 

動物の病気・ケガ － － － ５ － 

飼い主の高齢化 － １ － － － 

運動が出来ない － １ － － １ 

その他 ７ ２ － ２ － 
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＜成猫の引取理由＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                               （％） 

引取理由 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

近所への迷惑･問題行動 ３０ ３４ ３２ ４３ ５１ 

産まれたが飼育できない １６ １２ ４ ９ １１ 

飼い主の病気・入院・入所 １５ １２ ２９ １７ ７ 

引越し １４ ８ １０ ６ ４ 

動物の病気・ケガ １１ ３ ５ ８ ３ 

新しい飼い主が見つからない ８ １９ ９ ９ １２ 

動物のしつけが出来ない ２ ２ ２ ４ ３ 

飼い主の高齢化 １ ５ ３ ２ － 

動物の高齢化 １ １未満 ２ － １ 

その他 ２ ５ ４ ２ ８ 

 

＜子猫の引取理由＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                               （％） 

引取理由 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

産まれたが飼育できない ７１ ６７ ６８ ６６ ４３ 

近所への迷惑･問題行動 １３ １２ １０ １５ ２２ 
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新しい飼い主が見つからない １１ ７ １０ １１ ２３ 

飼い主の病気・入院・入所 ３ ５ ８ ６ ３ 

動物の病気・ケガ １ １未満 － １ １ 

引越し － ６ ２ － － 

動物のしつけが出来ない － － １ － ４ 

飼い主の高齢化 － １ － － １ 

その他 １ ２ １ １ ３ 

 

（５）犬・猫の返還・譲渡状況 

  犬・猫の返還及び譲渡数は、平成 19 年度に 400 頭を超え、その後 400 頭以上で推移し

ています。 

犬の飼い主への返還数は 130 頭以上、新たな飼い主へ譲渡は 200 頭前後ですが、猫の

返還数は 10 頭以下で、譲渡数は 100 頭以上の状況です。 

島根県では、平成 18 年度から保健所での保護収容期間を７日間に延長しました。 

  また、動物の譲渡促進を行うため、平成 20 年度に「ボランティア譲渡実施要領」を策

定し、一時預かりを引き受けるボランティア団体等の登録を行い、ボランティア団体等

との協働による譲渡事業の推進を図りました。 

さらに、保健所ホームページでの動物保護情報及び譲渡情報の掲載、動物愛護団体に

よる新聞紙上への動物保護情報の掲載などにより返還及び譲渡を推進しています。 

犬・猫の返還及び譲渡数を増加するためには、これまでの事業の継続とボランティア

団体等と積極的に連携する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                     （頭） 

  Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

犬の返還数 63  98  85  111  141 169 132 144 144 172 

猫の返還数 0  0  0  2  2 6 3 0 6 2 

犬の譲渡数 57  33  71  126  262 184 213 204 184 233 

猫の譲渡数 3  4  10  8  91 124 74 103 194 129 
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（件） 

 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

失踪照会 374  394  364  430  432 393 423 390 467 412 

 

 

ボランティア譲渡の状況（島根県） 

＜ボランティア団体等の登録数＞                           

 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

団体（登録者数） 3(13) 3(16) 4(23) 3(27) 3(27) 

個人（登録者数） － － 1(1) 1(1) 1(1) 

合計 3(13) 3(16) 5(24) 4(28) 4(28) 

 

＜ボランティア団体等による犬猫の譲渡数＞                      （頭） 

 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

犬 
譲渡数 184 213 204 184 233 

ボランティア譲渡数 29 67 79 48 56 

猫 
譲渡数 124 74 103 194 129 

ボランティア譲渡数 86 39 66 148 73 

合計 
譲渡数 308 287 307 378 362 

ボランティア譲渡数 115 106 145 196 129 

 注）ボランティア譲渡数：譲渡数の内数                     

 

 

 

 

 

 

 

保健所への犬・猫の失踪照会の状況（島根県） 
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（６）動物関係苦情及び野犬等の捕獲状況 

  野犬や放し飼い犬の苦情は減少傾向にはありますが、飼い主のいない猫による環境侵

害や糞尿・鳴き声等の苦情が増加傾向にあります。 

平成 24 年度に実施した調査によると、県内８市町村 21 地区で、飼い主のいない猫に

よる環境侵害の報告がありました。猫による苦情内容は多岐に渡っているため、内容を

分析し問題点の把握、整理が必要です。苦情解決のためには、飼い猫の屋内飼養及び繁

殖制限の啓発を進めるとともに、飼い主のいない猫対策を強化し、環境侵害の軽減を図

るとともに、猫の引取等の減少化に繋げる必要があります。 

  野犬等の捕獲数は、野犬苦情数と同様に減少傾向にありますが、地域によっては野犬

や放し飼い犬が多い状況があります。咬傷事故等の被害も毎年発生しており、これらへ

の対応も継続していく必要があります。 

  迷い犬の相談は約 200 件、猫は 30 件以上で推移しています。保健所で引取りや捕獲し

た犬は、マイクロチップの装着をはじめ、所有者明示がない犬が多く、飼い主に返還さ

れない犬・猫が多い状況となっています。 

飼い犬及び飼い猫に鑑札や迷子札などを装着し、所有者明示している者は、平成 24 年

度に行った web モニター調査では、犬で 54.0％（H19 年度調査 44.8％）、猫で 38.1％（同

17.0％）で増加しています。マイクロチップの装着は、犬の所有者に 5.4％（H24 年度調

査）です。 

  所有者明示を推進するため、動物愛護団体等ボランティアの協力を得て、平成 23 年度

から３年間「注射済票装着促進モデル事業」を実施しました。所有者明示の必要性を啓

発するため、この事業を継続する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（件） 

  Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

野犬 271 231 203 250 234 166 182 168 112 143 

放し飼い 84 44 76 71 60 68 54 38 56 59 

犬に関する苦情・相談の状況（島根県） 
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臭気・鳴き声 14 31 37 27 28 25 34 43 33 46 

迷い犬 177 197 301 280 282 277 209 193 217 198 

運動中 6 6 6 16 8 12 4 15 6 5 

その他 65 58 63 71 79 50 58 66 67 53 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（件） 

  Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

放し飼い     1 2 6 14 10 9 15 22 

臭気・鳴き声 5 2 9 6 26 11 11 20 23 26 

運動中         1      

糞尿      42 40 26 32 75 

家屋侵入      15 26 26 26 35 

畑・庭荒らし      7 8 3 12 16 

食物・ゴミあさり      4 1 5 6 4 

器物破損      2   10 10 

餌やり      27 34 36 61 54 

迷い猫   1 1 1 47 52 30 33 32 62 

その他 33 23 102 184 149 83 75 82 100 57 

 

注射済票装着促進モデル事業の状況（島根県） 

                         

 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 

実施市町村 2 5 5 

参加ボランティア数 2 団体（延べ 17 名） 3 団体（延べ 31 名） 4 団体（延べ 25 名） 

 

猫に関する苦情・相談の状況（島根県） 
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  Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

件数 58  43  46  55  33 32 26 27 34 35 

 

 

（７）飼い主のいない猫対策の状況 

 平成 23 年度末、出雲保健所敷地内に動物愛護棟（処置室や検診室などを兼ね備えた施

設）を設置しました。この施設を活用し、飼い主のいない猫による環境侵害等の防止、

あわせて引取動物の大半を占める子猫の引取頭数の減少を図ることを目的として、平成

24 年度からＴＮＲ（Trap-Neuter-Return）事業を開始しました。この事業は、猫と共生

しながら処分される命を減らす取組みとして、猫の保護、不妊措置を行い、保護した場

所に戻すというものです。 

 平成 24 年度はモデル地区を県東部で２地区選定し、うち１地区において 33 匹の猫に

対しＴＮＲを開始し、同地区は平成25年度以降も継続実施することとしました。さらに、

平成 25 年度には、県西部の１地区でも実施しました。 

  今後、この事業を県内に広めていき、処分数の減少を図る必要があります。 

 

（８） 動物愛護関係事業の実施状況 

  平成 11 年度から犬のしつけ方教室を開催し、犬の飼育者に対する家庭での動物の適正

な飼養等の普及啓発を実施しています。また、動物愛護週間には様々な事業を開催して

います。この事業では、写真展、譲渡会、動物ふれあい、愛護教室等を通じて、動物の

愛護と適正飼養についての広報を行っています。 

 小学校児童が動物との触れ合いなどを通し、子どもたちに「動物愛護」や「生命の大

切さ」を育むことを目的とし、教育関係機関と連携し、動物愛護教室を開催しています。 

 今後も、これらの事業を継続して実施する必要があります。 
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動物愛護関係事業の状況（島根県） 

＜犬のしつけ方教室開催状況＞                           

 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

開催回数 3 4 4 4 4 

参加者数（名） 72 109 69 153 119 

 

＜動物愛護週間行事開催状況＞                           

 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

開催回数 9 6 8 6 5 

 

＜小学校における動物愛護教室開催状況＞                           

 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

開催回数 4 3 5 7 7 

 

 

（９）実験動物、産業動物の適正な取扱い 

実験動物や産業動物は、それぞれ環境省告示にその取扱い基準が定められており、取

扱者はその基準に従って、適正に取り扱うこととされています。県内においては、これ

らの取扱いについて不適切な取扱い事例などは生じていない状況です。 

  実験動物や産業動物に関する取扱い基準については、平成 25 年９月に改正されました。

引き続き関係事業所等における適正な取扱いについて促進していく必要があります。 

  

（10）災害時の対応 

災害発生時には、人命救助と被災者の生活支援を第一に取組むため、被災動物の救護

は後手に回ることとなります。3.11 東日本大震災の発生により、あらためて災害時にお

ける動物救済の実施の困難性と、事前の準備の必要性を再認識しました。 

島根県地域防災計画において、災害発生時には、県は市町村等関係機関及び関係団体

と協力し、負傷動物や放浪動物を保護し、一時預かり等を行うこととしています。災害

発生時における救護活動が円滑、的確に実施できるよう、平成 24 年９月には、公益社団

法人島根県獣医師会（以下、島根県獣医師会という。）や学校法人坪内学園専門学校松江

総合ビジネスカレッジ（以下、松江総合ビジネスカレッジという。）と災害発生時におけ

る連携について協定を締結しました。 

 

（11）動物愛護・管理事業の体制 

  動物管理に関する業務は、主に県（保健所）において動物の捕獲・収容・処分、動物

取扱施設等の監視・指導等を実施するほか、市町村、獣医師会等が主体となって犬の登

録、狂犬病予防注射を実施しています。 

  本県の動物愛護管理事業は、県（保健所）が中心となって、市町村及び動物愛護団体

等の協力を得て実施してきましたが、より実効性のある事業を展開していくために平成

23 年度末に出雲保健所敷地内に動物愛護棟を設置しました。今後は、この施設を中心に 
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全県での動物愛護管理事業を推進していきます。 

動物愛護棟での当面の事業は、譲渡の推進、動物愛護思想の普及啓発、ＴＮＲ事業の

実施を三つの柱としていますが、動物愛護団体の協力のもと、譲渡前や譲渡後の講習会

や動物愛護教室なども積極的に行っていくこととしています。 

 

（12） 動物愛護管理推進会議の設置 

  動物愛護の基本は、全ての人に動物を愛護する気持ちが浸透することですが、個々人

の動物に対する意識、動物の愛護及び管理に対する考え方が多様であることから、県の

実情や風土を踏まえた動物愛護管理の基本的考え方を、県民の合意の下に形成していく

ことが必要です。そのため、県民、事業者、有識者等から広く意見を求め、動物の愛護

及び管理の総合的な施策の推進を図ることを目的として、平成 19 年７月に島根県動物愛

護管理推進会議を設置しました。 

 

（13）県民意識アンケート調査（しまね web モニター意向調査） 

  島根県では、県の施策等に対する県民の意見を迅速に聴き県政に反映させるため、イ

ンターネットを使いアンケート調査を実施する「しまね web モニター」制度を設けてお

り、この制度を使い平成 24 年 7 月に動物愛護についてのアンケート調査を実施し、243

名のモニターから回答がありました。 

  犬の所有者明示については、平成 19 年度に比べると何らかの方法で所有者明示をして

いる人の方が多くなりました。 

  不妊去勢手術については、全体では、平成 19 年から 10％程度増え、約 50％にまで増

加しました。犬に比べて猫の方が不妊去勢の実施率が高いことがわかりました。 

  他人のペットによる迷惑については、「鳴き声」、「糞尿」、「悪臭」等が依然として原因

の上位を占めていました。 

  今回のアンケートでは、「高齢者によるペットの飼育へのサポート」について聞きまし

た。その結果、「ペットの飼養支援ボランティアの募集」などの意見がありました。 

  また、県の動物管理事業へのボランティア参加については、50％以上が「参加するの

は難しい」と回答されましたが、保健所が実施する事業のサポート、収容動物の世話、

災害時の動物の世話、収容動物の一時預かりなどで参加が可能との回答がありました。 

  ペットに関する災害時対策については、50％以上が「何の対策もとっていない」と回

答されましたが、避難に必要な物資の備蓄、避難所生活に備えた予防接種やケージ生活

の訓練等を実施しているとの回答もありました。 

  避難時の動物の同伴への考えについては、「動物と同伴で避難できる場所とそうでない

場所を区別する」という回答が 70％以上でした。 

   （※しまね web モニター意向調査 別添資料参照） 
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第４ 課題への具体的な取組み 

 

１．動物の適正な飼育及び保管を図るための施策 

  動物愛護思想の普及には、動物を愛おしく思う心が自然と湧き上がることが大切です。 

人と動物が調和して暮らしている社会において、終生飼育の責務、動物の虐待の防止

など動物の適正な飼育及び保管を図ることは極めて重要であるため、動物取扱業者や動

物の飼い主等に対し、その飼育実態等を踏まえた効果的な指導、普及啓発を推進します。 

 

（１）動物取扱業、特定動物（危険動物）飼育施設に対する施策 

 

 

 

 

 

 

 

  動物取扱業者の施設及び動物の管理状況については、定期的に監視し、必要に応じ適

正に管理運営されるように指導を実施します。 

特に、第一種動物取扱業者には、販売時に購入者等へ適正管理方法等を説明する義務

が規定されています。さらに、犬猫等販売業者は、犬猫等健康安全計画の策定及びその

遵守が義務づけされています。県は、施設への立入や動物取扱責任者講習等を通じ、第

一種動物取扱業者への指導・情報提供を積極的に行い、購入者等への適正飼育の普及啓

発等の充実を促進します。 

また、第二種動物取扱業に対しても、適正な飼育管理や譲渡者等への適正な飼育方法

の説明などについて指導を行います。 

県内の特定動物（危険動物）飼育施設は 13 施設であり、今後も急増することは予想さ

れませんが、飼育施設及び飼育動物の適正管理について、定期的な監視・指導を実施し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《重点事項》 

① 動物取扱業者による購入者等に対する適正飼育（安易な飼育防止、終生飼

育、繁殖制限等）の普及啓発を促進します。 

② 動物取扱業者が購入者等へ行う説明義務や犬猫等健康安全計画の遵守の徹

底を促進します。 

③ 特定動物（危険動物）飼育施設の定期的な監視・指導を実施します。 

動物取扱責任者とは 

 購入者に正しい動物の飼い方や取扱い方について説明するなど、業務を適正に営むため

に必要な知識や技術を持つ者です。動物取扱業者は、事業所ごとに専属の動物取扱責任者

を常勤従事者の中から１名以上配置することが義務付けられています。動物取扱責任者は、

都道府県等が開催する研修会を年１回以上受けなければなりません。 

 

動物取扱業者とは 

 平成 24年の法律改正により第一種動物取扱業と第二種動物取扱業ができました。 

これまでの「動物取扱業」は「第一種動物取扱業」という名称に変更されました。 

 一方、飼育施設を有し、一定数以上の動物を非営利で取扱う場合（譲渡・展示等）には、

第二種動物取扱業として届出が義務付けられました。 

 



- 17 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）家庭での動物の適正な飼育及び保管を図るための施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 動物全般について 

  家庭での飼育動物が多様化し、多種多様な動物がペットショップやインターネットで

販売されています。動物についての十分な知識を持たないまま、安易な気持ちで飼い始

めたために、様々な問題が発生し、動物の飼育放棄や遺棄につながる場合があります。

また、無計画な繁殖の結果、多頭飼育となり、近隣とトラブルが生じる場合もあります。

さらに、外国から来たペットの遺棄により生態系への多大な影響を与える可能性もあり

ます。 

  このようなことを防ぐため、安易な飼育の防止、終生飼育、不妊去勢手術等の繁殖制

限の必要性等、動物の飼い主の責務について普及啓発を行うとともに、不適正な飼い方

により動物の健康、安全が損なわれている場合には、法律、条例に基づく勧告、命令の

実施も含めて迅速な対応を行います。 

 

 ②犬について 

  放し飼い苦情が毎年 60 件程度で推移しています。また、飼育場所からの失踪や、他人

に怪我を負わせる等の事故が毎年見られます。登録、狂犬病予防注射の普及に合わせ、

けい留義務、逸走防止、所有者明示等の適正飼育について啓発を行います。 

《重点事項》 

 ① 安易な飼育の防止、終生飼育、繁殖制限など飼い主の責務について広報を

推進します。 

 ② 犬の飼い主に対しては、登録と狂犬病予防注射の実施とけい留義務の徹底

について普及啓発を推進します。 

 ③ 猫の飼い主に対しては、繁殖制限と屋内飼育について普及啓発を推進しま

す。 

 ④ 高齢化社会における動物の飼育に伴う諸問題について、調査・検討を行い、

高齢者が動物を飼育する場合の支援体制等を構築します。 

犬猫等健康安全計画とは 

 犬・猫の販売に関して、幼齢期の販売が多いこと、劣悪な環境での過剰頻度での繁殖

が見られること、販売が困難になった際の取扱いが不明確であること等の問題があり、

これらの問題を解消し、適正な取扱いを確保するため、犬猫等販売業者に対し策定が義

務付けられました。 

 犬猫等健康安全計画には、以下の事項を記載することとなっています。 

①幼齢の犬猫等の健康及び安全を保持するための体制の整備 

②販売の用に供することが困難となった犬猫等の取扱い 

③幼齢の犬猫等の健康及び安全の保持に配慮した飼養・保管・繁殖・展示方法 
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③猫について 

  糞尿、餌やり、家屋侵入、臭気･鳴き声などの苦情が多いことから、地域の飼育実態を

考慮したうえで、不妊去勢手術等の繁殖制限と屋内飼育について普及啓発を行います。

猫についても所有者不明猫の引取りや迷い猫に関する相談が増加しており、所有者明示

の必要性を啓発します。 

 

④高齢の飼い主への支援 

飼い主の高齢化に伴う動物飼育に関する諸問題について、調査・検討等を行い、適正

飼育の普及啓発を行うとともに、動物を飼育する高齢者に対し、日常の飼育管理の相談

や飼育継続が困難になった場合の対応など、関係機関と連携し支援体制を構築します。 

 

（３）動物の不適正な飼育及び保管等に対する施策 

 

 

 

 

 

飼い主のいない猫が増えることにより、糞尿、鳴声等の苦情が増えています。また、

そうした地域では遺棄や望まない繁殖が見られ、無責任な餌やりにより猫の数がさらに

増加する状況となっています。 

その他、多数の犬や猫を飼育し、臭気や鳴声等により近隣の住民等とのトラブルが発

生している事例も見られます。このような事例については、市町村、自治会等の関係者

と協力し、適正飼育、無責任な餌やり及び遺棄防止について法律、条例に基づき積極的

に指導・啓発を行います。 

猫に関する問題は、地域でのコミュニケーション不足等人間関係にもその一因がある

とされており、問題解決を図るためには、地域住民が一体となった取組みも必要です。 

県では、自治会、市町村等関係機関と協力し、苦情等の実態把握や地域猫対策などに

よる問題解決の方法を検討するとともに、地域での取組みに対する支援を実施していき

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《重点事項》 

① 動物の遺棄防止、無責任な餌やりの制限等についての広報を推進します。 

 ② 糞尿、鳴声等の動物の不適正な飼育による周辺環境への侵害に対し、関係

機関等が協力し、不適正飼育及び環境侵害の改善を促進します。 

地域住民によるねこの共同飼育管理～地域猫活動～ 

 一部地域（東京、横浜など）では、特定の飼い主がなく、公園や市街地等に住みつき、

人から餌をもらったり、ごみを漁るなどして生活している猫を、適切に飼育管理するため

に、地域住民の合意と協力のもとで共同飼育する活動を行っているところがあります。 

 この活動は、動物の愛護管理に配慮した飼い主のいない猫対策の一手段として一定の評

価を得ていますが、面倒を見てくれるという認識が広がると安易に猫を捨てる人が増える

のではないか、費用面、労力面における相当程度の負担を負い続けることができるのかと

いった課題も指摘されています。 

 地域における環境の特性を踏まえ、動物の愛護と管理の両立を目指す取り組みが求めら

れています。 
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２．動物の愛護及び管理に関する普及啓発 

  動物の愛護及び管理を推進していくためには、動物の取扱い等について正しい知識及

び理解を持ち、動物の虐待や遺棄を行うことがないようにすることが重要です。 

  本県においては、犬・猫の引取り数が多く、動物愛護管理に対する県民の理解は十分

とは言えない状況です。関係機関が連携し、あらゆる機会をとらえて教育活動や広報活

動に取り組むことが重要です。 

    

（１）動物の愛護及び管理に関する教育活動 

 

 

 

 

 

情操教育の一環として、小児期に動物にふれあうことにより命を体感し、時には動物

の死に直面することにより、命の尊厳を学ぶことができるような環境づくりは大変重要

とされています。家庭や学校で身近に動物と接し、そのぬくもりを体験することにより、

動物に対する慈しみの心を自然に育むためにも、教育活動における動物愛護管理の普

及・推進が必要です。 

  一方で、学校等飼育動物については、県内で鳥インフルエンザが発生した際に、多く

の学校等が鶏などの引取り処分を申し出るといった事例も発生しました。学校には、必

ずしも動物についての正しい知識を持ったスタッフが配置されていないなど、適正に飼

育されているとは言い難い面があります。動物の飼育には専門的な知識と経験が必要で

あり、日常の飼育管理などの適正飼育についての助言等を促進します。 

  県・保健所は市町村、関係団体等と共同し、小学校等における「動物愛護教室」を開

催し、動物愛護管理教育を実施しています。今後も、関係者の連携により、小学校から

高等学校までの幅広い教育現場で動物愛護に関する学習活動を促進するなど、さらなる

教育活動の充実を図ります。 

  また、教育委員会、獣医師会等の関係機関と連携し、学校等飼育動物について適正な

飼育管理が行われるための支援を行います。 

 

（２）動物の愛護及び管理に関する広報活動 

 

 

 

 

県・保健所は市町村、関係団体等の協力を得て、動物愛護週間を中心に動物愛護や適

正飼育について啓発活動等を実施しています。また、狂犬病予防注射や動物の適正飼育

等についても、適宜メディアを利用して広報活動を実施しています。 

  今後も引き続き、動物愛護週間における取組みを行い、県内の動物展示施設やふれあ 

い施設等と連携し、積極的に動物愛護思想の普及啓発を行います。 

《重点事項》 

① 県、市町村及び関係者が連携し、動物の愛護及び管理に関する教育活動を

促進します。 

② 学校飼育動物の適正飼育について支援します。 

《重点事項》 

動物愛護週間などのあらゆる機会、手段により、動物愛護と適正飼育（遺棄 

防止、迷惑行為の防止等）について広報活動を推進します。 
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また、遺棄防止や不適切な餌やりなどの迷惑行為の防止に関する普及啓発は啓発用掲

示物の設置等、より効果的な広報活動を推進します。 

  県の「動物愛護ホームページ」についても、内容の充実を図り、県民に対し随時適切

な情報提供を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

動物愛護週間とは 

 国民の間に広く動物の愛護と適正な飼育についての理解と関心を深めるため、動物愛護

管理法により９月 20 日から 26日が動物愛護週間と定められています。 

 毎年、動物愛護週間中は、国、地方自治体、関係団体が協力して、動物の愛護と管理に

関する普及啓発のための各種行事を実施しています。 
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３．動物の愛護及び管理に関する体制強化 

動物愛護管理法の施行に関する事務の多くは、都道府県、指定都市及び中核市が所掌

しています。しかし、動物の愛護及び管理に関する施策を円滑に遂行するためには、県、

市町村及び関係団体等が連携し、協働していくことが重要であると考え、体制を強化し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）動物愛護管理推進会議を軸とした関係機関の連携強化 

平成 19 年度に設置した「動物愛護管理推進会議」を、動物愛護管理施策への提言等を

行う中心的機関とし、関係団体間の連携の強化を進めていきます。 

 

（２）行政の動物愛護管理業務の質の向上 

① 動物の適正な飼育管理の推進 

保健所での犬、猫の保管期間を７日間にしたことから、保管している犬・猫の健康

面に配慮した飼育管理を行います。また、譲渡可能な動物については動物愛護棟での

飼育管理やボランティア団体等との協働による飼育管理を推進していきます。 

 

② 動物愛護管理業務の推進 

動物愛護業務は、出雲保健所敷地内に設置した動物愛護棟を中心に、動物愛護思想

の普及啓発、保管期間の延長による動物譲渡の推進並びにＴＮＲ事業の実施による飼

い主のいない猫対策の三つの事業を中心に愛護団体等との協働により実施していきま

す。 

   動物管理業務は、これまでと同様に動物管理センターで実施していきます。 

 

③ 動物愛護管理業務に関わる人材育成 

動物取扱業者、特定動物の飼い主、犬、猫等の飼い主等に対して指導・啓発を行う

保健所の担当者について、国等が主催する研修会等に積極的に参加させるとともに、

保健所及び市町村担当者の合同研修会等を定期的に開催し人材の育成を図ります。 

 

（３）国、市町村、獣医師会との連携 

  ① 国（環境省）との連携 

県は、環境省と協力して動物愛護を推進するために、国の事業（適正飼養講習会等）

への積極的な協力や情報交換等を実施します。 

 

《重点事項》 

 ① 「動物愛護管理推進会議」を軸とし関係機関の連携強化と重点施策の遂行を

促進します。 

 ②  行政の動物愛護担当職員の育成と、動物愛護管理の質の向上を図ります。 

 ③  国、市町村、獣医師会と連携して、動物愛護を推進します。 

 ④  動物愛護団体やボランティアとの連携、協力を推進します。 
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② 市町村、獣医師会との連携 

県は市町村、獣医師会と連携して、犬の登録、狂犬病予防注射の推進及び動物の愛

護及び管理に関する普及啓発を実施します。 

また、多頭飼育等による周辺環境侵害等については、市町村等関係機関との連携を

強化し、問題解決に向けた取組みを促進します。 

 

（４）動物愛護団体やボランティアとの協力 

県・保健所は、動物愛護団体等に対して動物愛護管理法・条例や動物由来感染症対

策等に関する情報提供を行い、適切な活動が行われるための支援を行います。 

また、動物の譲渡事業については、動物愛護団体やボランティア等と連携、協力し

推進します。 
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４．処分される命を減らすための取組み 

 

 

 

 

 

  犬、猫の殺処分を減らすためには、引取り数を減少させることはもとより、飼い犬、

飼い猫を迷子にさせないことや無計画な繁殖を行わない等、飼い主がその責務を果たす

ことが最も重要です。 

一方、保健所に保護、収容又は引取られた犬や猫を１匹でも多く助ける取り組みを着

実に推進していく必要があります。 

  引取り数を減少するために、飼い主のいない猫対策として、ＴＮＲ事業を県内に広め

ていき、処分される命を減らす取り組みを推進します。 

  また、迷子動物の所有者への返還を促進するため、警察、市町村等との連携を強化す

るとともに、保健所等での公示やホームページでの情報提供について、県民への一層の

周知を図ります。 

  そして、譲渡を推進するために、動物愛護団体等との連携を強化します。 

 

５．所有者明示（個体識別）の推進 

犬・猫の飼い主が、自己の所有する犬・猫に鑑札・迷子札等を装着し、所有者明示を

実施している率は、平成 19 年に比べ、平成 24 年はわずかに高くなりました。（web モニ

ターの結果：平成 19 年度 犬 44.7%（17/38）、猫 17.0%（2/12）、平成 24 年度 犬 54.0%

（20/37）、猫 38.1%（8/21）） 

所有者明示を行うことは、迷子になった動物の所有者の特定を容易にするほか、所有

者責任の所在を明らかにし、所有者の意識を向上させ、遺棄や逸走の未然防止につなが

るものと思われます。 

所有者明示の必要性を啓発し、犬・猫の所有者明示の実施率の向上を図ります。 

また、マイクロチップによる個体識別も所有者明示として有効な手段であり、他の方

法と同様、制度の普及啓発を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《重点事項》 

① 犬、猫の引取り数を減少させる施策を推進します。 

② 迷子動物の所有者への返還を推進します。 

③ 適正な譲渡を推進します。 

マイクロチップとは 

動物の個体識別を可能にする電子標識です。哺乳類、は虫類、鳥類、両生類、魚類に使

用可能です。世界で唯一の変更不可能な数字が記録されており、読取器で番号を読み取り、

個体識別が可能となります。犬や猫には頚部背側の皮下に埋め込み、半永久的に使用が可

能です。 

マイクロチップの読取器は、県内の全保健所に配備しています。 
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６．実験動物、産業動物の適正な取扱い 

実験動物の取扱いに関しては、「実験動物の飼養及び保管並びに苦痛の軽減に関する基

準（環境省告示平成 25 年改正）」、「研究機関等における動物実験等の実施に関する基本

指針（文部科学省告示）」により適正な取扱いが示されています。県内では島根大学にお

いて「動物実験指針」を定め、動物実験が行われており、今後も個別の対応により適正

な取扱いを促進します。 

産業動物の取扱いに関しては、「産業動物の飼養及び保管に関する基準（環境省告示平

成 25 年改正）」により適正な取扱いが示されています。現在は農林水産部局において産

業動物の衛生管理や環境保全等の指導が実施されており、今後も農林水産部局との連携

強化に努め、適正な取扱いを促進します。 

 

 

 

 

 

 

７．災害時の対応 

（１）災害時の所有者による飼養管理の普及啓発 

  所有者（飼い主）の責任を基本とした災害時における動物の飼育管理等ができるよう、

普及啓発を推進します。 

（２）災害時の体制整備 

大規模な災害が発生した場合に備え、島根県地域防災計画に基づく関係機関との連携

体制を整備します。 

阪神、淡路大震災を契機として、動物愛護に携わる公益法人（(公財)日本動物愛護協会、

(公社)日本動物福祉協会、(公社)日本愛玩動物協会、(社)日本動物保護管理協会、(公社)

日本獣医師会）により組織された｢緊急災害時動物救援本部｣に救援・協力を要請し、被

災地に動物救護センター（仮称）を立ち上げ、災害時の動物救援活動を実施します。 

  動物救護センター（仮称）は、協定書を締結した松江総合ビジネスカレッジ及び島根

県獣医師会、市町村、動物愛護団体等と連携して運営し、災害時における動物の飼養管

理体制を確保します。運営にあたっては、今後、地域活動マニュアル（仮称）を作成し、

円滑な実施を図ります。 

  なお、災害時の産業動物の取扱いについては、関係機関と協力し、検討・推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験動物・産業動物とは 

 実験動物とは、教育、試験研究又は生物学的製剤の製造のためなど、科学上の利用に供

するために、研究施設等で飼養されている動物です。 

 産業動物とは、畜産など産業利用のために飼養されている動物です。 

 

島根県地域防災計画とは 

 島根県地域防災計画では、動物愛護管理対策として被災地における動物の愛護と住民の

安全確保の観点から、県は市町村等関係機関及び関係系団体と協力して、飼い主のわから

ない負傷動物・放浪動物の保護、動物に関する相談、動物の一時預かり等を行うこととし

ています。 
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第５ 計画の実現・目標 

 

この計画の究極の目標とするところは、県民全てに動物を愛護する気持ちを普及し、

処分される不幸な命をゼロにするとともに、人と動物が調和し共生する社会を構築する

ことにあります。しかしながら、動物愛護思想の普及度合いについては計ることができ

ないことから、犬・猫の引取り数を代替指標として、目標の達成度合いを確認していく

こととします。 

また、「島根県動物愛護管理推進会議」において、具体的な実施計画、現況分析による

計画の見直し等について検討し、効果的な動物愛護管理の推進を図ります。 

前期５年間では、処分される命を減らすための取組みとして、「飼い主のいない猫対策

としてＴＮＲ事業の促進」、「迷子動物の所有者への返還の促進」、「犬・猫の譲渡の促進」

並びに「所有者明示（個体識別）の推進」を重点施策に掲げ、改正前の推進計画の平成

29 年度目標値である犬・猫の引取り数 1,250 頭以下にすることを目指します。 

後期５年間は前期５年間の状況を解析し、引取り数が前期目標の約半数となるよう、

効果的な施策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数 値 目 標 と 重 点 施 策 等 

＜前期：H26.4.1～H31.3.31＞ 

目標：犬・猫の引取り数 

平成 24 年度 2,261 頭 → 平成 30 年度 1,250 頭以下 

重点施策 

  １．処分される命を減らすための取組みの推進 

（１）飼い主のいない猫対策としてＴＮＲ事業の促進 

    （２）迷子動物の所有者への返還の促進 

    （３）犬・猫の譲渡の促進 

  ２．所有者明示（個体識別）の推進 

 

＜後期：H31.4.1～H36.3.31＞ 

目標：犬・猫の引取り数 

平成 35 年度 625 頭以下 

重点施策 

前期の犬・猫の引取り数及び施策の実施状況を解析し、効果的な施策を推進 

する。 

  

 


